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 少子高齢化、人口減少という人口認識を背景に、個々人の自由意思による選択を尊重しな

がらリプロダクティブ・ヘルスのニーズに応えるための施策をどう描くかという問いと向

き合うのは、非常に難しい。個々人の性生活（人々の性と生殖をめぐる考え方や行動の実態）

は時代時代の社会状況の所産としての性をめぐるさまざまな言説、社会規範や政策・制度、

社会構造とやりとりし、絡み合っているからである。 
 1994 年にカイロで開催された国際人口開発会議以降、日本でもリプロダクティブ・ヘル

ス／ライツの視点になって健康を支援するための施策の推進が図られるようになった。具

体的には、1996 年度から厚生省が開始した「生涯を通じた女性の健康支援事業」（この事業

に、「不妊専門相談センター」が含まれる）をきっかけに次々に新しい事業が導入され、母

子保健サービスの充実や性教育の見直しといった動きがみられた。不妊専門相談センター

事業についていえば、2000 年代には全都道府県で不妊専門相談センター事業が展開される

ようになったが、その事業内容、実施担当者、実施場所、さらには不妊専門相談センター事

業に関連する事業も含めて、取組内容や実績には当初から自治体間で差があった。性教育を

めぐっても自治体間（また、学校）によって差がある状況が続いており、それが今日におけ

る都道府県レベルで展開されているリプロダクティブ・ヘルス関連施策の個性につながっ

ていると考えられる。 
 そのことを踏まえて、本報告では岡山県におけるリプロダクティブ・ヘルス関連施策の形

成と展開を取り上げる。具体的には、不妊相談事業を通して見えてきた課題とそれへの対応

として妊孕性等普及啓発事業が形成されたこと、教育的に、あるいは規範の形成につながる

ようなかたちで「妊孕性を伝えること」がもたらすことへの課題提起にも対応しながら不妊

相談事業の延長線上に妊孕性教育が立ち上がり、改善されてきた岡山県のリプロダクティ

ブ・ヘルス関連施策の形成と展開の“経緯”、そこに見いだせる個々人の自由意思による選

択を尊重しながらリプロダクティブ・ヘルスのニーズに応えるための施策をどう描くかと

いう問いとの向き合い方を明らかにする。 
日本における不妊問題への政策的対応は出生率の低下という行政課題を背景に少子化対

策と関連づけられ、女性の健康問題に引きつけた“少子化のなかの不妊問題”への政策的対

応として実施されてきた。そのことを考慮しながら「恋愛、結婚、妊娠、子育てには、する・

しないも含めていろいろな選択肢があること、そのことについていろいろ知り、自身で判断

したうえで個々人が素敵な生き方を実現すること」と「性と生殖をめぐる多様な価値観を包

摂する社会を実現すること」の両立を可能にするリプロダクティブ・ヘルス関連施策のあり

方を考える材料を提供したい。 


